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政策課題研究１ 

 

持続可能な社会システムに関する研究 

－地域課題解決型再生可能エネルギーの普及シナリオ－ 

 
金 再奎・木村道徳・岩川貴志 1）・佐藤祐一・大久保卓也・杉江弘行 2）・内藤正明 

 
要約 

低炭素かつ持続可能な社会の実現には、再生可能エネルギーの導入拡大が有力な対策の一つとなっている。しかし、二

酸化炭素排出量の削減や再生可能エネルギーの導入は、地域の住民にとって直接的な恩恵を感じにくい取り組みである。

また、再生可能エネルギーは、地域に広く分散して存在するものであり、地域での暮らしと密接に関係しているため、利

活用にあたっては、地域の自然資源管理および雇用、産業、福祉、防災など、いわゆる“まちづくり”全体の枠組みでの

検討が求められる。このため、人々が生活の質の向上を感じながら地域社会がより豊かで持続可能であるためにはどうす

ればよいか、という視点で、その地域が目指すべき将来社会の姿を描き、地域主体主導による社会実装を検討し、その上

で二酸化炭素排出削減量や地域社会の持続可能性、豊かさを評価することが必要である。 

そこで、本研究では、地域の人々の望む「生活の質の向上」を重視しつつ、「二酸化炭素排出量削減」、さらに「地域経

済」のバランスをも考慮した将来社会像を定量的に描き、その上で地域主導による社会実装のための普及シナリオを作成

した。具体的には、県民参加型のワークショップにより人々が望む将来社会の姿を把握し、「統合評価数値モデル」によ

り社会経済指標のバランスを定量的に検証したうえで、二酸化炭素排出や地域経済の側面から評価を行った。その中で、

県民らが望む将来社会を支えるために必須となるエネルギー量とエネルギー構成に着目し、特に今、求められる再生可能

エネルギー導入目標量を推計した。さらに、推計した導入目標量を地域主体主導で達成するための要件について検討を行

い、再生可能エネルギー普及シナリオとして整理した。また、木質バイオマスエネルギー資源は、特に地域のくらしと密

接に関係するものであり、より詳細に検討を行い「木質バイオマスエネルギー利用シナリオ」としてまとめた。 

 

1. はじめに 
東日本大震災は、エネルギーからみた「地域」の重要性

について二つの大きな課題を投げかけた。“災害発生直後

におけるエネルギー確保の必要性”と、これまでの主流で

あった“大規模な生産・供給体制でのエネルギー政策が壁

にぶつかっている”ということである。 

このことを考えると、これからは各地に広く分散してい

る再生可能エネルギーを、地域レベルで、地域の人の営み

によって活用する仕組みを考えていくことが不可欠であ

る。それを使うのはもちろん、作り出すことも地域の人の

営みによって支えられるようになれば、万一の災害への備

えだけでなく、地域の活性化にも大きな役割を担うのに加

え、本当の意味での地域の「豊かさ」にも繋がりうると考

えられる。 

また、地域単位でかつ地域が主体で再生可能エネルギ

ーを利用するということは、その地域でどのように暮らす

か、と切り離して考えることはできない。言い換えれば、

地域住民の日常的なくらしやライフスタイルのあり方、そ

してそれを支えるインフラまで含めて、将来の地域社会の

姿（将来社会像）そのものを考える必要がある。なぜなら、

エネルギーは我々の社会経済活動の根幹を成すものであ

り、このエネルギーの構成が変わることは、社会構造その

ものの転換も含めた対策を考える必要があるからである。 

以上を踏まえ、本研究では、以下のことを目的とした。 

１）「持続可能な滋賀社会ビジョン（滋賀県、2008 年 3月

策定）」の実現を目指す滋賀県を対象に、2030年に二酸

化炭素排出量半減（1990 年比）を前提としつつ、再生

可能エネルギーの活用を軸とした将来社会像を描き、そ

の実現のために有効な施策のあり方とともに、滋賀県に

おける再生可能エネルギー導入目標量の検討を行う。 

２）2030 年の滋賀県の再生可能エネルギー導入目標量を

もとに、それを達成するための仕組み、推進体制、各主

体の役割、導入促進のための行政施策を考慮した普及シ

ナリオを提案する。 

 

1)NPO法人 循環共生社会システム研究所、2）現・公益財団法人淡海環境保全財団 
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2. 再生可能エネルギーの活用を軸とした持

続可能な滋賀の将来社会像 
2.1. 将来社会像の作成手法 

当センターでは平成 17 年度より、将来の社会経済活動

量の変化によるエネルギー消費量、それに起因する二酸化

炭素排出量を算出する手法 1、2）（以降、統合評価数値モデ

ルと称する）を構築してきた。この統合評価数値モデルは、

社会経済の側面に対して、産業連関分析を基本とした地域

のマクロ経済の将来動向と、それを支える地域住民の生活

スタイルを、バランスのとれた形で同時に求めることが可

能な構造になっている。そして、それらの社会経済活動量

に伴うエネルギー消費量や二酸化炭素排出量に至るまで

の関係を一つの数理モデルにより表現することで、社会経

済システムのあり方から環境負荷発生量までを一括して

推計することが可能である。 

この統合評価数値モデルを用い、当センターでは滋賀県

を対象として、2030 年に二酸化炭素排出量半減を達成す

るための社会転換や再生可能エネルギーの導入拡大を含

む施策の規模を示した「持続可能な滋賀社会ビジョン」（滋

賀県、平成 20 年 3 月策定）3）と、その実現のための施策

のスケジュールを示した「行程表」（滋賀県、平成 23年 1

月策定）4，5，6，7)の策定を支援してきた。 

それらの社会転換や施策の実施においては、県民の積極

的な参加が必須である。しかし、県民にとって再生可能エ

ネルギーの導入や、環境負荷の削減、特に二酸化炭素削減

による恩恵は必ずしも明確には認識されにくく、積極的な

行動につながらないのが課題である。そのため、環境側面

での効果（二酸化炭素削減）のみならず、地域経済の活性

化や感じる生活の質の向上といった人々にとってより分

かりやすい側面も考慮することが求められている。 

そこで、平成 23 年度からは、東近江市を対象とし、地

域住民との協働の下、持続可能な社会に向けた社会転換や

施策の効果を、二酸化炭素排出量の削減だけでなく、人々

が生活の質や地域経済への影響といった、地域住民に理解

しやすい要素を加味して評価できるよう既存の統合評価

数値モデルを改良してきた 8）。具体的には、統合評価数値

モデルに与えたパラメータや内生変数などから、人々の感

じる「生活の質」に関連する社会経済構造の変化を評価で

きるように、また、それらの社会経済構造の変化が「地域

経済」や「二酸化炭素排出」へ与える影響を推計できるよ

うにした。 

脱温暖化を含む持続可能な滋賀の実現のためには、技術

的な対応だけではなく、我々の暮らす社会のあり方をも見

つめ直すことが必要である。この数値モデルを活用するこ

とで、技術や産業などのハードの側面と、ライフスタイル

や社会構造というソフト面の変革が一体となった社会転

換のあり方、そしてその効果を総合的に把握できる。 

本研究では、この統合評価数値モデルを用いて、人々の

望む「生活の質の向上」を重視しつつ、「二酸化炭素排出

量半減」、さらに「地域経済の活性化」のバランスをも考

慮した滋賀の将来社会像を描き、その実現のための施策の

あり方とともに、滋賀県における再生可能エネルギーの導

入目標量を検討した。 
 
2.2. 人々の感じる「生活の質」にかかわる要 

素の抽出 
当センターでは平成 20 年度から平成 25 年度にかけて、

持続可能な滋賀社会の理想像とその基となる人々の感じ

る「生活の質」にはどのような要素がかかわるのかを検討

するために、のべ 3 回の「滋賀変革構想検討委員会」、の

べ2回の「未来予想絵図作成市民ワークショップ（図1）」、

のべ 6回の「ひがしおうみ環境円卓会議（図 2）」7）、のべ

7回の「たかしま・未来・円卓会議（図3）」を開催してき

た。 

それらの議論の中では、「幸せを感じ住んでみたい持続

可能な滋賀県の将来社会」について、具体的な行動・活動

に関する提案を中心にのべ約 450 個の意見があり、それら

の意見を体系化することによって、人々が感じる「生活の

質」にかかわる要素を抽出した。 

その結果、出された意見の多くが自分たちの毎日の生活

と地元地域との「つながり」を志向するものであったこと

から、地域内での活動を基本とした「人と人とのつながり」

「人と自然とのつながり」を深めることが、滋賀で暮らす

ことによる“生活の質の向上”を感じる上で極めて重要な

要素であることが明らかとなった。 

 
 

 
図 1 未来予想絵図作成市民ワークショップの様子   

（平成 22年度～23年度実施） 
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図 2 ひがしおうみ環境円卓会議の様子        

（平成 22年度～23年度実施） 

 

 
図 3 たかしま・未来・円卓会議の様子        

（平成 25年度実施） 

 
2.3. 持続可能な滋賀の将来社会像とその実現  

のために有効な施策のあり方 
2.3.1. 持続可能な滋賀県の将来社会の姿 

前述の「幸せを感じ住んでみたい持続可能な滋賀県の将

来社会」についての議論、またそれに基づいた県民が感じ

る「生活の質」にかかわる要素の抽出結果を踏まえると、

目指すべき持続可能な滋賀県の将来社会の姿は次のよう

にまとめることができる。 

 
【自然と人のつながり】 

2030 年、滋賀の環境の象徴でもある琵琶湖は、昭和 30

年代前半レベルの健全な水循環が回復し、すくって飲める

ような理想的な水を湛えている。自然湖岸の回復、外来種

の管理などによって、独自の貴重な生態系も安定的に保全

され、かつての豊かな漁業（なりわい）を取り戻している。

さらに豊かな生態系が維持された琵琶湖は体験学習やレ

ジャーの絶好の場を提供するとともに、かつての天然水路

としての役割も取り戻し、滋賀のメインストリートとして

活躍している。 

また湖を取りまく街並みや里地・里山の風景も、琵琶湖

や背景の山なみと調和し、歴史と伝統を尊重する新たな街

づくり、村づくりとあいまって、世界に誇る景観を作り出

している。そのときには、｢近江八景｣と謳われた湖岸の景

観が、自然と人間が真に共生する社会のシンボルとして再

生されているだろう。 

さらに、生活に必要なもののうち、地域内の自然でまか

なうことが可能なものは極力その恵みをうけることで生

活を送っている。特に、琵琶湖の根源である周辺の森は生

業とエネルギーとして適切に管理・利用され、琵琶湖はも

ちろん県民の暮らしを支えているとともに、憩いの場を提

供している。 

 
【人と人のつながり】 

2030 年、滋賀では家族の団らん、芸術や文化・伝統な

どの楽しみのほか、かつては地域で普通に営まれていたつ

ながり（惣村、結、講、地域での子育て・医療・福祉など）

が復活されている。そして、地域で自律した生活に伴い、

それに必要な人とモノの移動を優しく支えるネットワー

ク（バス、LRT、自転車、琵琶湖の活用など）も整備され

ている。 

また、行き過ぎたグローバル経済成長への反省から、

2030 年の滋賀ではローカル経済への回帰を考える。伝統

技術や適正技術を活かして地域内で生産した産物（農・

林・水・工・エネルギー）を地域内で消費する。それによ

って新しい働き場（6 次産業、福祉・教育・観光の連携、

ワークシェアなど）を産み出し、さらに、それらを円滑に

回すための仕組み（地域通貨など）を考え、地域で回るロ

ーカル経済システムが形成されている。 

 
2.3.2. 将来社会像実現のために有効な施策の 

あり方 
前述の「幸せを感じ住んでみたい持続可能な滋賀県の将

来社会」についての議論をもとに、2030 年の滋賀の社会

経済の想定を行い、定量的な将来推計のための「統合評価

数値モデル」の入力パラメータを決定した。 

表 1に、本研究で用いた 2種類の「つながり」に関連す

る社会経済構造の変化を評価するための項目と、統合評価

数値モデルに与えたパラメータを示す。 

社会変革や構造転換、さらには施策の実施によるパラメ

ータ値の変化から、それぞれの評価項目値の増減を推計す

ることで、社会変革や構造転換、または施策の「つながり」

の側面での有効性を評価できる。そして、評価項目値の増

分、言い換えれば、「つながりの強まり」による地域経済

および二酸化炭素排出量への評価は、“全産業の中間投入

額のうち他地域からの移輸入および他地域への移輸出額

を除いた額（いわゆる地域内自給額）”と“二酸化炭素排

出削減量”の変化をそれぞれ用いた。 
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表 1 2 種類の「つながり」の評価項目と統合評価数値  

モデルに与えた主なパラメータ 

 「つながり」に関連する社

会経済構造の変化を評価

するための項目 

数値モデルに与え

た主なパラメータ 

人 と 人

と の つ

ながり 

・家族や家族以外のコミュ

ニティで過ごす時間 

・地域在住者が地域内で 

担った仕事時間 

・目的別生活時間 

・1世帯当たり人数 

・域内雇用率 

・地域内移動距離 

など 

人 と 地

域 の 自

然 と の

つ な が

り 

・1 次産業、自給自足農業、

6 次産業の従事時間 

・対個人サービス業(特に

エコツーリズムを対象)

の他地域への輸出額 

・1 次産業生産分のうち地

域内最終需要額 

・自然エネルギーの使用量 

・産業部門別生産構 

成および生産額 

・部門別の自然エネ 

ルギー導入量 

など 

 

前述の「幸せを感じ住んでみたい持続可能な滋賀県の将

来社会」について、平成 20年度から平成25年度にかけて

行った県民ワークショップ等での意見をもう少し具体的

にみると、先端技術を使った高効率機器の導入や製造業に

おける二酸化炭素排出の少ない燃料への転換、車の燃費改

善、電気自動車の普及といった、基本的に地域外からの影

響が強いものもある。しかし、多くは、表 2に示すような

人々のライフスタイルの変革や地域産業の創生、再生可能

エネルギーの活用拡大など、基本的には社会の変革や構造

自体の転換が必要であり、地域住民自ら取り組むことので

きるものであった。 

 

表 2 持続可能な滋賀の将来社会についての主な意見

（一部抜粋） 

・三世代同居の増加、高齢者や女性の社会参画の増加 

・地産地消の増加、第 6次産業の増加、地域産業の創生、

農産物の自給自足の増加、コミュニティの力による教育

福祉の創出 

・コンパクトシティー化、協働による地域内移動の効率化、

自転車や公共交通機関利用の増加 

・自然エネルギーの活用 など 

 

これらの意見に基づいて、統合評価数値モデルの中のパ

ラメータ（表 1）を適宜設定することで、それらの意見が

「つながり」「地域経済」「二酸化炭素排出量」それぞれの

評価項目の値に与える影響を推計した。その結果を表 3

に示す。 

 

 

 

表 3 社会変革や構造転換に関連する取組の各評価 

項目への寄与 
 

人と人、人

と 自 然 の 

つ な が り

の強まり 

・家族や家族以外のコミュニティで過ごす

時間：34％増加 

・地域在住者が地域内で担った仕事時間：

7％増加 

・第 1 次産業・自給自足農業・6 次産業の

従事時間：83％増加 

・地域の自然を観光資源とした対個人サー

ビス業の他地域への輸出額を担う労働時

間：48％増加 

・第 1 次産業生産分のうち地域内最終需要

額：約 15倍増加 

・自然エネルギーの使用量：6 倍増加 

 

地 域 経 済

の活性化 

・全産業の中間投入額のうち地域内自給

額：13％増加 

 

脱 温 暖 化

（CO2 排出

量の削減） 

・CO2の排出削減量：2000 年比 50％削減分

（社会変革と技術的な対応を併せたも

の）のうち「つながりの強まり」による

ものは約 20％に相当 

 
 
表 2に示すような社会変革や構造転換、または地域資源

を活用しながら地域住民による地域内での活動を基本と

した取組が、地域内での人と人、人と自然との「つながり」

を強める（それぞれの評価項目の値が増加）と同時に、地

域経済の活性化（全産業の中間投入額のうち地域内自給額

が 13%増加）にも寄与が大きいことがわかる。 

特に、図 4に示すように、2000年比で合計50%の二酸化

炭素排出量削減分のうち、地域社会の構造転換、すなわち

地域社会で生まれる「つながりの強まり」に由来する削減

分は約 20%に相当し、持続可能な滋賀社会に向けての社会

の構造転換が低炭素化の観点から見ても大きな意義を持

つことが示唆された。 
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図 4 各取組の二酸化炭素排出量削減への寄与

 

 

2.4. 滋賀県における再生可能エネルギーの導   
入目標量 

 地域単位でかつ地域が主体で再生可能エネルギーを利

用する際には、将来の地域社会の姿（将来社会像）そのも

のを考える必要がある。本研究の統合評価数値モデルは、

地域の社会経済活動の将来動向と、それを支える住民のラ

イフスタイルを、バランスのとれた形で同時に求めること

が可能な構造になっている。そして、それらの社会経済活

動量に伴うエネルギー需要量が同時に計算できる。 

「2030 年持続可能な滋賀の将来社会像」の作成におい

ても、地域住民の将来社会への意向（望むライフスタイル

など）を踏まえて、統合評価数値モデルを活用し、2030

年の社会経済活動量を推計した上で、必要なエネルギーの

需要量を部門別かつエネルギー種類別に計算している 9)。

その結果を表 4に示す。 

2000 年の県内エネルギー消費量（2次換算）と推計した

2030 年の同消費量を比較すると、2000 年の滋賀県では、

太陽熱、太陽光、風力、小水力、バイオマスの再生可能エ

ネルギーの利用は全エネルギー消費量の約 2%に過ぎず、

ほとんど利用が進んでいない。それに対して、2030 年の

滋賀県では、全エネルギー消費量に占める再生可能エネル

ギーの割合は約 7%（電力消費量に占める再生可能エネル

ギーの割合は約 21%）まで上昇する将来像を描いている。 

本研究では、この部門別エネルギー消費量のうち、2030

年の太陽光・熱、風力、小水力、バイオマスにかかるエネ

ルギー消費量（推計）を滋賀県の再生可能エネルギー導入

目標量とした。 

 
 
 

 
表 4 滋賀県のエネルギー消費量(2000 年)と持続可能な

滋賀県の将来社会像におけるエネルギー消費量 

（2030年） 

 

 

【2000 年】  （2 次換算）(単位：ktoe) 

部門 
石

炭 
石油 

ガ

ス 

系

統 

電

力 

太

陽

熱 

太
陽
光 
風
力 
小
水
力 

バイ

オ 

マス 

合計 

家庭 0 234 63 219 15 24 0 554 

業務 0 113 71 177 6 24 0 390 

産業 103 1,162 218 589 0 0 0 2,072 

旅客 0 338 0 26 0 0 0 363 

運輸 0 262 1 2 0 0 0 265 

合計 103 2,108 352 1,013 20 48 0 3,645 

【2030 年】  （2 次換算）(単位：ktoe) 

部門 
石

炭 
石油 

ガ

ス 

系

統 

電

力 

太

陽

熱 

太
陽
光 
風
力 
小
水
力 

バイ

オ 

マス 

合計 

家庭 0 37 38 6 17 52 5 155 

業務 0 41 43 82 12 5 2 185 

産業 51 281 652 365 0 34 0 1,383 

旅客 0 35 0 27 0 0 1 63 

運輸 0 126 0 1 0 0 0 127 

合計 51 520 733 481 29 91 8 1,913 
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3.  滋賀県における再生可能エネルギーの普及  
シナリオ 

3.1. 再生可能エネルギーの普及シナリオの枠  
組み 

本節では、前述の「2030 年に二酸化炭素排出量半減

（1990年比）を前提とした持続可能な滋賀の将来社会像」

の目標となる、再生可能エネルギーの導入目標量の実現に

向けた普及シナリオを提案する。 

シナリオの作成にあたっては、地域社会が持続可能でよ

り豊かであり、住む人々が生活の質の向上をより感じるた

めにはという視点から、地域が活力を高めることができる

地域主体主導の“やり方”を検討し、シナリオとしてまと

めた 10）。 

なお、本シナリオは滋賀県を対象に「地域課題解決型の

再生可能エネルギー普及シナリオ」と「木質バイオマスエ

ネルギー利用シナリオ」に分かれている。木質バイオマス

エネルギーは、太陽光発電などと異なりエネルギー資源収

集を行う必要があり、利用にあたっては林業施業と密接に

関連し、今後の森林管理と併せて考察することが求められ

るため、別シナリオとして整理を行った。それぞれのシナ

リオは以下のように構成されている。 

 
【地域課題解決型の再生可能エネルギー普及シナリオ】 

市民団体や自治会などの地域主体が運営する市民共同

発電や、一般企業が取組む再生可能エネルギー発電事業に

ついて、地域活性化やまちづくり、地域課題解決などの視

点から、その普及可能性を検討するシナリオ。 

 
【木質バイオマスエネルギー利用シナリオ】 

① 林業施業から発生する木質バイオマスエネルギー利

用シナリオ 

 近年の木材価格の低迷などにより活用・整備が進まない

人工林について、林業生産拡大を視野に入れた林業素材生

産の際に発生する林地残材や製材廃材などの未利用材を

対象に、針葉樹薪や木質ペレットを生産することによる、

木質バイオマスエネルギーの普及可能性を検討するシナ

リオ。 

② 里山木質バイオマスエネルギー利用シナリオ 

 燃料革命以後、薪や肥料の供給源としての利用が行われ

ず、近年管理が進まず放置林となっている里山について、

地域主体が間伐などの管理を行い、発生する材を広葉樹薪

として普及することを検討するシナリオ。 

 
 
 

3.2. 地域課題解決型の再生可能エネルギー普 
及シナリオ 

3.2.1. シナリオの枠組み 
滋賀県では、メガソーラーを除く再生可能エネルギーの

導入事例として、246 事例確認することができた。なお、

これは再生可能エネルギーの導入支援を行っている一般

社団法人新エネルギー導入促進協議会の「新エネルギー等

事業者支援対策事業」11)の助成事例リストや設置主体のホ

ームページで確認できたもの、報道資料、滋賀県の調査資

料などによりまとめたものであり、現時点において稼働し

ているかどうかまでは確認できていない。 

これら導入事例の中で、街づくりや地域活性化、地域課

題解決の一環として市民共同出資により再生可能エネル

ギー設備の設置を行う取組として、「市民共同発電事業」

がある。滋賀県では、全国に先駆けて平成 9年に「いしべ

に市民共同発電所をつくる会」12)により、福祉施設の「な

んてん共働サービス」の屋根に太陽光発電設備が設置され

たのを皮切りに、県内で 20 箇所以上もの市民共同発電所

が設置されている 13)。 

市民共同発電所の多くが保育園や福祉施設、公共施設の

屋根に設置されており、地域活動とセットにした取組が行

われている。また、いくつかの市民共同発電事業では、地

域通貨で分配金を出資者に支払っている事例もあり、積極

的な地域活性化の取組を推進している事例もある。 

このようなことから、本シナリオにおいては、「市民共

同発電事業」に着目し、地域課題解決に向けた再生可能エ

ネルギー普及シナリオとして、地域コミュニティによる地

域課題解決に向けた取組と企業による大規模な再生可能

エネルギー導入事業の融合について検討する。 
 
3.2.2. 滋賀県における再生可能エネルギー導入

主体へのアンケート調査結果 
 本シナリオを検討するにあたって、再生可能エネルギー

導入主体の地域課題解決に向けた取り組みや意識を把握

するために、滋賀県内で再生可能エネルギー設備を設置し

ている企業および市民共同発電所の事業主体である 53 事

業主体に対しアンケート調査を実施した。 

１．実施期間：平成 26年 2月 27日～3月 7日 

２．対象者：平成 25年 12月時点で確認できた、個人以外

の県内に再生可能エネルギー設備を導入し

ている企業および市民共同発電事業体の合

計 53 事業主体（太陽光発電 49 事業主体、

木質バイオマス利用 4事業主体）。 

３．回収率：56％ 
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【アンケート調査の結果】 

①再生可能エネルギー導入の目的（表 5、図 5） 

43％が地球温暖化防止や環境貢献などの環境活動の一

環(1)として、9％がまちづくりや地域活性化などの地域活

動の一環(4)として、同じく 9％が他企業や行政、市民と

の新しい連携づくり(5)を目的として導入を行っており、

約半数を超える主体が何らかの形で地域の課題解決を意

識し、導入していることが分かった。 
  

表 5 再生可能エネルギー導入目的・きっかけ設問項目 

 項目 

1 地球温暖化防止や環境貢献など、環境貢献活動の

一環として 

2 再生可能エネルギーの導入による、電気使用料金

などエネルギーコストの削減 

3 FIT（固定価格買取制度）制度を活用した発電ビ

ジネス 

4 再エネ導入によるまちづくりや地域活性化など、

地域貢献活動の一環として 

5 再生可能エネルギー導入を通じた、他企業や行

政、市民との新しい連携づくり 

6 災害時代替エネルギー確保等の防災対策 

7 原子力発電の代替案としての再生可能エネルギ

ーの普及 

8 エネルギー利用可能な地域資源有効活用 

9 その他（自由記述） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 5 再生可能エネルギー導入目的・きっかけ集計結果 

 
②再生可能エネルギー導入時の課題（表 6、図 6） 

再生可能エネルギー導入に向けて課題として、約 8％の

主体が地域コミュニティとの合意形成が課題である(4)と

しており、地域主体との対話が無視できないものと考えら

れる。 

 

表 6 再生可能エネルギー導入時の課題設問項目 

項目 

1 設置場所の選定 

2 発電量予測や事業採算性のシミュレーション 

3 事業実施に向けた組織づくりや人材確保 

4 設備設置に向けた地域関係者との合意形成 

5 再生可能エネルギー機器や設置工事業者選定 

6 設置工事の技術面での課題や検討 

7 資金調達や管理の方法 

8 各種条例など諸制度への対応のための手続き 

9 系統連系協議や設備認定などの許認可の取得 

10 なし 

11 その他（自由記述） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 6 再生可能エネルギー導入時の課題集計結果 
 
③地域コミュニティとの今後の関わり 

 今後、県内で新規に再生可能エネルギー設備の導入を予

定しているかどうかについて質問したところ、8主体が新

たな導入を検討していた。 

また、この 8主体に対し、今後の地域コミュニティとの

関わりについての予定を質問したところ、6主体が何らか

の形で地域コミュニティとの連携について検討している

ことが分かった。 
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④再生可能エネルギー導入主体の地域貢献（表7、図 7） 

 再生可能エネルギーの導入に際しての地域貢献への意

識について質問したところ、24％が地域に根差した活動を

行っている主体が再生可能エネルギーを導入すべき(1)と

考えており、29％が市民出資を募るなど、地域の主体と連

携した設置が望ましい(4)と考えていることが分かった。

これらを合わせると、半数近くの主体が、何らかの形で「再

生可能エネルギーの導入主体は地域貢献を行うべきであ

る」と考えていることがわかった。 
 
表 7 再生可能エネルギー導入主体の地域貢献意識につ

いての設問項目 

項目 

1 

再生可能エネルギーは地域固有の資源であり、地域に

根差した活動をしている地元企業や地域に拠点を持つ

企業が取り組むことが望ましい。 

2 

再生可能エネルギーの普及は日本全体の課題であり、

地域にこだわらず幅広い企業が参入して導入を促進す

ることが望ましい。 

3 

地域にこだわらず幅広い企業が参入することが望まし

いが、地域住民や自治体など地域の利害関係者と合意

形成を十分に行うことが望ましい。 

4 

地域にこだわらず幅広い企業が導入を進めるべきだ

が、例えば市民出資を募るなど、地域の主体と連携・

共同して設置することが望ましい。 

5 なし 

6 その他（自由記述）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 再生可能エネルギー導入主体の地域貢献意識につ

いての集計結果 
 
 

3.2.3. 地域課題解決に向けた企業と地域コミ

ュニティとの連携 
 以上のアンケート調査の結果、再生可能エネルギーの普

及に向けて、企業中心の導入主体と地域コミュニティとの

連携には可能性があり、既にその必要性についてある程度

認識されていると考えられる。こうしたことから、地域課

題解決型の再生可能エネルギー普及シナリオにおける基

本的な考え方は、再生可能エネルギー導入の際に、地域コ

ミュニティが積極的に参加し、地域活性化やまちづくり、

地域課題の解決に寄与する取組を実施することである。本

シナリオ実現に向けた、企業中心の導入主体と地域コミュ

ニティとの連携のために求められると考える事項および

課題を表 8にまとめる。 

上記のとおり、再生可能エネルギー導入主体と地域コミ

ュニティとの連携のためには、導入事業の中で、地域コミ

ュニティが関与する必要があり、例えば設備の一部を地域

コミュニティの出資により賄うなどの取組が考えられる。

このような取組を実現するためには、まず地域住民との合

意形成を図ることが重要であり、合意形成の場を導入計画

の段階で形成することが必要であると考えられる。しかし、

このような場を、導入主体および地域コミュニティが独自

に形成することは困難であり、これらは行政による支援が

求められる。 

 また、再生可能エネルギー事業は固定価格買取制度を活

用しているものが多く、その制度面から買取価格が保障さ

れる 20 年単位での事業を想定していると考えられる。よ

って、導入主体と地域コミュニティについても 20 年間を

想定した連携のあり方を考える必要があり、特に地域コミ

ュニティ側が継続的な関係性を保つために、持続可能な運

営体制の整備および人材育成が課題となると考えられる。 
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表 8 地域課題解決に向けた再生可能エネルギー導入主

体と地域コミュニティとの連携シナリオ 
   実現のために必要

な要素 
行政支援・取組 課題 

企
業
側
で
の
活
動
変
化 

・大規模再生可能

エネルギー導入設

備の一部を地域コ

ミュニティへ解放  

・導入計画時点か

ら地域コミュニティ

との合意形成  

・地域課題および

地域ニーズの把握  

・地域コミュニティとの

合意形成のための場

の形成  

・合意形成に向けたフ

ァシリテーション支援  

・設置場所に対する情

報提供  

・合意形成の場の

形成に向けたステ

ークホルダーの特

定と招集  

・再生可能エネル

ギ ー事 業 が地域

に与える影響およ

び効果の定量的

評価  

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
側
で
の
活
動
変
化 

・企業の導入計画

を検討することが

出来る組織体制の

整備  

・ 企 業 取 組 期 間

（FIT 制度 20 年間

など）に対応できる

運営体制の整備  

・各種企業による導入

事業に関する情報提

供  

・再生可能エネルギー

事業に取組むための

人材育成支援  

   

 
3.3. 林業施業から発生する木質バイオマスエ 

ネルギー利用シナリオ 
3.3.1. シナリオの枠組み 
 滋賀県では、県面積の 51％、202,634haが森林面積であ

り、そのうち約 92％の 184,776ha が民有林である。また、

そのうち 42％をスギとヒノキ中心の人工林が占めている。

しかし、人工林のうち 54％は、間伐など森林整備が必要

な地域であり、整備が行き届いていない人工林が多く存在

する 。また、近年、木材価格は低迷しており、森林整備

に対する新たな価値観の導入が求められている 14)。 

 

 

 

 こうしたことから、本研究では、近年、全国的に森林整

備の一環として取り組みが進められている「木質バイオマ

スエネルギー利用」について検討を行う。木質バイオマス

エネルギー利用は、地域主体により行われるもので、森林

整備の促進や CO2排出削減、獣害など地域課題に寄与する

ことが考えられ、地域活性化やまちづくりの観点からも特

に重要と考えられる。 

 具体的には、本シナリオでは、林業素材生産から発生す

る木質バイオマスをエネルギー利用するための搬出・供給

方法の検討を行う。なお、木質バイオマスのエネルギー利

用方法としては、滋賀県の森林資源蓄積量や素材生産量を

考慮し、民生家庭部門向けの暖房および温泉施設や福祉施

設などの中小規模の熱需要を賄うことを想定する。 

 
3.3.2. 林業素材生産由来の針葉樹薪利用シナ

リオ 
 本シナリオにおいては、針葉樹林の利用間伐跡地に軽ト

ラックによる集材を行い、薪原木に適した未利用残材を搬

出し、薪生産業者によって薪生産および配送を行い、温泉

施設や福祉施設にて薪ボイラーで利用することを基本と

した。 

 薪ボイラーで利用する針葉樹薪の需要量は、滋賀県にお

ける温泉施設や福祉施設を対象とし、「平成 22年度滋賀県

クリーンエネルギー活用可能性基盤調査」15)より、1施設

当たり530t/年の薪を利用し9施設に導入することを想定

し、全体で年間 4,855tとした。この4,855t の需要を賄う

ための、針葉樹薪供給シナリオを図 8にまとめ、本シナリ

オを滋賀県全体に適用するために求められる、間伐面積を

推計した結果を表 9にまとめた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 針葉樹薪供給シナリオ
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表 9 針葉樹薪利用のための未利用残材搬出可能性推計 

項目 値 
単

位 

備考(H21 年度東近江市で

の実証データ 16)を使用） 

薪ボイラー  

導入施設  
9  

施

設  

・「持続可能な滋賀の将来

社会像」より  

・福祉施設・温泉施設  

 県内 9 施設 15) 

薪の必要量  4,855  t/年  ・530t/施設/年  

必要原木量  6,936 t/年 ・薪生産歩留： 0.7 

人工林  

要間伐面積  
267 

ha/

年  

・薪原木 1ｔ当りを採収する

のに必要な人工林の面積：

0.038ha  

人工林利用

間伐面積  
573  ha  

・滋賀県森林・林業統計要

覧（H24 年度版）より  

・平成 24 年度速報値 14) 

滋賀県の  

利用間伐に

占める割合  

47 %   

 
推計の結果、9施設の薪需要を補うためには、薪とする

原木が年間 6,936t必要であり、収集のために 267ha/年の

間伐跡地面積が必要であることが分かった。滋賀県では平

成 24 年度に利用間伐を 573ha 行っており、約半分の面積

を対象に本シナリオを適用することで、必要薪原木量を収

集することが出来ると考えられる。 

 また本シナリオを実施するためのコストを推計した結

果を、図 9に示す。コストは、薪原木を収集搬出するため

の軽トラック集材時から利用する施設に配送するまでを

対象とし推計した。 

 

 
 

 推計の結果、薪供給のための年間コストは 2 億 5 千 5

百万円程度と推計された。現状の重油ボイラーの燃料費1

億 8千万円と比較すると高価であるが、薪利用を進めるこ

とで間伐などの森林整備および温室効果ガス削減効果な

どの効果が期待できる。今後の課題としては、これらの森

林整備および温室効果ガス削減などの効果を取り入れた

コスト評価を行う必要がある。 

 

3.4. 製材廃材を活用した針葉樹木質ペレット   
生産シナリオ 

 本シナリオでは、針葉樹の未利用バイオマスとして林地

残材の他に製材時に発生するおが粉、鋸屑、端材を対象に、

家庭用の熱需要を補うための木質ペレット生産シナリオ

について検討する。 

 木質ペレット生産シナリオでは、滋賀県内の製材工場に

木質ペレット製造施設を隣接設置し、発生する廃材を利用

し生産を行うこととする。 

 本シナリオで想定する木質ペレット需要量は、家庭向け

の木質ペレットストーブを想定し、前述「1.4滋賀県の再

生可能エネルギー導入目標量」より、938t/年とした。こ

れは木質ペレットストーブの機械効率を 0.8 と仮定する

と 1,465台分と推計される。 

 この、1,465 台分の木質ペレットの供給を想定したシナ

リオを、図 10にまとめる。 

本シナリオでは、滋賀県産の原木を製材する際に発生す

るおが粉、鋸屑、端材を原料とすることで、原料調達のコ

ストがかからないと想定した。また、導入するペレット生

産設備の規模は、需要量から逆算し 500kg/時とした。 

 以上の仮定で生産を行った際の製造原価は、滋賀県の先

行調査結果 15)を基に推計すると44円/kgとなる。しかし、

この製造原価には、製造機器のイニシャルコストを含んで 

おらず、また実際に販売する際には配送コストなどがかか

るため、実際の販売コストはここから上乗せされたものと

なる。現在、滋賀県では、大滝山林組合が木質ペレットの

製造販売を行っており、販売単価は工場渡しで 45 円/kg

であることから、コスト的には現状の販売価格より高くな

ると考えられる。 

 次に、本シナリオで木質ペレットを生産するために必要

となる製材廃材を得るために必要な製材量の推計を行っ

た結果を表 10にまとめる。 

図 9 針葉樹薪コスト推計 
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図 10 針葉樹製材廃材を利用した木質ペレット生産シナリオ 

 

表 10 木質ペレット生産のための針葉樹製材必要量推計 

項目 値 単位 
備考(H21 年度東近江市での

実証データを使用 16)） 

木質ペレット

ストーブ導入  

1,465  台  ・Ｈ２４年度作成の県全体シ

ナリオ 9) 

・しが新エネルギー導入戦略

プラン 17) 

木質ペレット

の必要量  

938  t/年  ・使用量：640kg/年  

必要原木量  1,339 t/年 ・歩留 0.7 

必要製材量  10,912 m3/年  ・伊神・田村(2003) 製材工場

における木質残廃材の発生と

利用より推計 18) 

滋賀県産材

製材量  

20,000  m3/年  ・滋賀県森林・林業統計要覧

（平成 24 年度版）より 14) 

・平成 24 年度速報値  

滋賀県の素

材生産量に

占める割合  

55 %   

 
 推計の結果、目標とする木質ペレット 938t/年を生産す

るためには、10,912 m3/年の製材が必要であると推計され

た。これは、平成 24年度の滋賀県産材の製材量 20,000m3/

年の約半分にあたる。平成 24 年時点で滋賀県には製材業

者が 143 社存在し、県外から入荷する素材も合わせて

47,000m3/年を製材していることから、大規模に製材をし

ている事業者は少ないと考えられる。このため、生産に必

要な製材廃材を収集するには 1 箇所の工場で賄うことは

難しく、近隣の製材工場とのネットワークが必要である。 

3.5. 里山木質バイオマスエネルギー利用シナ 
   リオ 
3.5.1. シナリオの枠組み 

前述の表 4に示した「持続可能な滋賀の将来社会像」に

おける 2030 年のエネルギー需要のうち、家庭部門の暖房

需要 5ktoe（約 50,000Gcal/年、県内の一戸建て住宅にお

ける家庭用暖房需要に対し、県南部の場合5％、県北部の

場合 10％を薪ストーブで賄うと想定した時の値）を賄う

ための広葉樹薪を中心とした木質バイオマスエネルギー

利用シナリオを検討した。 

家庭部門の暖房需要である 5ktoe/年（≒50,000Gcal/年）

を賄うためには、年間 16,725ｔの薪が必要（機器効率 0.65、

発熱量 4,600kcal/乾燥ナラ 1kg の場合）であり、薪スト

ーブとしては 6,690 台（薪使用量 2,500kg/台/年の場合）

に相当する。これは、2010 年時点、滋賀県における薪ス

トーブ導入台数の推計値 405 台（滋賀県再生可能エネルギ

ー振興戦略プラン（滋賀県、2013 年 2月）19）における 2010

年バイオマス熱導入量より換算）の約 17 倍にあたる台数

である。 

本節では、この6,690台の運用に必要な広葉樹薪16,725

ｔ/年を、1960 年代の燃料革命以降利用されず、ほぼ放置

林となっている里山から調達すると想定し、以下の 2つの

シナリオを検討した。 

 

① コミュニティ型里山木質バイオマス利用シナリオ 

集落全体が管理（入会地）し、かつては燃料や肥料の調

達の場であった里山を持っている集落において、集落コミ

ュニティの再生およびまちづくりの課題と絡めた里山の

木質バイオマスを利用するシナリオ。 
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② 市民協働型里山木質バイオマス利用シナリオ 

県内の入会地以外の二次林を対象として、地域主体が間

伐などの管理を行い、獣害対策や里山保全、福祉、地域ビ

ジネスの観点を加味して里山の木質バイオマスを利用す

るシナリオ。 

 
3.5.2. コミュニティ型里山木質バイオマス利

用シナリオ 
本シナリオの検討にあたっては、滋賀県Ｈ市にあるＳ集

落での実証データ 8）を原単位として、県内に多く存在す

る集落コミュニティにおける広葉樹薪の供給シナリオと

それを利用する際のコミュニティレベルでの生活シナリ

オを作成した。 

滋賀県Ｈ市Ｓ集落は、92 世帯 383 名が住んでいる。か

つてのＳ集落における人々の生業は、昭和 30 年代以前は

水田による農業と干拓前の内湖での漁業であった。里山

（入会地）から燃料を調達し、自給自足的な生活が営まれ

ていた。しかしながら、30 年代の干拓事業と石油エネル

ギー利用への転換、自動車社会の到来は集落の暮らしを大

きく変えた。漁業権は放棄され、農業はほとんどの世帯が

兼業農家や土地持ち非農家となった。エネルギー調達の場

であった里山は放置され、かつて沢山採れたマツタケは採

れなくなっている。 

このようなＳ集落の「まちづくり」における課題として、

かつての自然共生で持続可能な集落生活を支えていた「里

山（マツタケ山）」の再生という課題が浮かび上がり、そ

の実現のために、「里山管理委員会」を設立・再生に向け

た活動を開始している。それをきっかけに、集落内の昭和 
 

9 年築の空き家を改修し、滋賀県立大学の学生 4名が実際

に生活しながら、薪ストーブの設置を行い、集落が持って

いる里山から薪を調達する仕組みを構築している。一般的 

に里山木質バイオマスの利用の課題はその収集・運搬方法

にあるといわれる。ここでは滋賀県立大学の学生らが居住

する集落内の空き家での実践を通じて、集落住民が地域に

求めている希望の実現や課題解決（マツタケ山の再生、樹

園における剪定枝の処分など）を図りながら、定期的に勉

強会や交流行事などを開催することで、安定的にバイオマ

スを調達する仕組みを構築している 8）。 

本研究では、この空き家での実証データを用いて県全体

への拡大を検討し、里山木質バイオマス利用を中心とした

コミュニティレベルでの生活イメージと併せてシナリオ

として提示する。 

Ｓ集落での実践から求めた、里山での樹木の切り出し～

薪割り～空き家でのエネルギー利用に至るまでの労力投

入と所要資材、ならびに得られたエネルギーについて、1

回の切り出し作業を基本ユニットとしたときの流れを図

11 に示す。里山内の状況や現地作業のノウハウなどにつ

いて知識を有する集落住民の作業協力と、軽トラックなど

学生らが所有していなかった作業資材の提供などを得た

ことによって、図 11に示す結果は S集落における里山バ

イオマスの回収・利用における基本的な作業ユニットとみ

なすことが可能である。 
 

 
 
 
 

 

図 11 コミュニティ型里山バイオマス利用基本ユニット 



滋賀県琵琶湖環境科学研究センター研究報告書 第 10 号 
21 

 
また、図 12に滋賀県の植生データ 20)より求めた人工林

および二次林の分布状況と、森林簿 21)から求めた集落が

共同で管理（入会地として）している二次林の状況を示す。 

入会地の二次林の面積 29,000haのうち、林道作業道か

ら 50ｍ以内の面積（1,490ha）を対象として求めた年間の

薪原木の生産可能量は 4,787ｔ（皆伐した場合の薪原木原

単位 96.4t/ha16）、伐採適期30年と想定）で、それを用い

た薪の生産量は年間 3,350ｔ（薪の乾燥率 0.7と想定）と

推計され、年間1,340台（薪使用量 2.5ｔ/台/年 16））の薪

ストーブを 30年間賄うことができると推計された。 

 
図 12 滋賀県の森林の状況および入会地の面積 

 

この年間薪需要量 3,350t を調達するために必要な労力

投入と所要資材、ならびに得られたエネルギーをシナリオ

として図 13にまとめた。県内の入会地 1,490ha を 30 年間

活用（年間 50ha を皆伐し自然更新する場合）することで、

年間灯油 1,732kl を代替することが可能であり、年間 1

億 6千万円規模の経済効果が期待された。そして、灯油代

替によって削減される二酸化炭素排出量は、年間 4,536ｔ

-CO2であると推計された。 

続いて、滋賀県の入会地を活用した場合の作業状況なら

びにバイオマス消費量の定量的な把握にくわえ、集落コミ

ュニティレベルにおける薪を燃料として消費する側に求

められる生活行動の変化など、里山バイオマス利用を中心

とした生活を実現するために必要な要素を表 11 に整理し

た。 

試算では薪ストーブ 1 台当たり薪割り作業に、延べ 48

時間・人が必要（全体でのべ 64,320 時間・人）であるた

め、集落内での協力が不可欠であり、時間的なゆとりを持

つライフスタイルへの転換が求められることがわかる。 

滋賀県には S 集落と同様の歴史ある集村集落が多く存

在している。近年、そうした集落の生活文化や、人と人と

のつながり、人と自然とのつながりが見直されつつあり、

コミュニティの再構築に対する期待が高まっている。この

ような背景からも脱温暖化の目標をまちづくりの目的と

連動させたシナリオや手法を展開できる可能性は高いと

考えられる。 

 

 
 

 
図 13 コミュニティ型広葉樹薪供給シナリオ 
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表 11 里山バイオマス利用を中心としたコミュニティ

レベルでの生活シナリオ 

 

3.5.3. 市民協働型里山木質バイオマスの利用

シナリオ 
本シナリオでは、2030 年家庭部門の暖房需要 5ktoe を

賄うために必要な 16,725ｔの広葉樹薪のうち、前出の「コ

ミュニティ型里山木質バイオマス利用シナリオ」で賄う

3,359t を除した年間 13,375ｔの広葉樹薪の供給シナリオ

を検討した。 

まず、滋賀県内の事業者への聞き取り調査 16)を行い、1

台の薪ストーブを使用（年間 2.5ｔの薪を消費）するにあ

たって、現在の里山での薪原木伐採～搬出運搬～薪生産～

薪配達に至るまでの労力投入と所要資材、ならびに所要経

費を図 14 にまとめた。これを現在の里山バイオマスの回

収・利用における基本的な作業ユニットとみなした。 

滋賀県内で一般的に販売されている薪の価格は 1 キロ

当たり 50円に対して、実際は薪 1キロ当たり91円の経費

がかかる結果であり、41 円の赤字が現状である。もっと

も経費のかかる部分は、薪原木の伐採および搬出であり、

全体経費の 50％以上を占めている。この部分の経費削減

策の検討が急務であると考えられる。 

一方、現在、滋賀県の広葉樹薪の生産可能な二次林の面

積は入会地を除すると 114,000ha である（図 12）。 

先述した 13,375ｔの薪を市民協働型里山バイオマス利

用シナリオで賄う場合、どれぐらいの二次林整備が必要か

を推計した。

 

 

 

図 14 里山を活用した薪生産に係る現在の労力およびコスト 
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64,320 時間・人） 

・利用可能な状態

まで 夏場 で約 10

分、冬場で約 30 分

の時間が必要 

・日常的に掃除や

灰の処理が必須 

・薪割り作業の一部

を「コミュニティでの

活動」とする（集落

に 残 る 互 助 の 精

神） 

・時間的なゆとりを

持つライフスタイル

への転換 

・家族それぞ れが

家庭での生活行動

を共にするライフス

タイルへの転換 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
で
の
活
動
変
化 

・ 入 会 地 の 里 山

1,490ha を活用 

・作業に必要な資

材がコミュニティ内

で共有さ れている

（例：軽トラック，チ

ェーンソー，薪割り

機，チッパー など） 

・薪ストーブ 1 台に

必要な木材を里山

からの切り出す場

合、5～7 人単位で

30～60 分程度の作

業が年 16 回（全体

でのべ 21,440 回，

19,725 時間・人）必

要 

・１軒毎にチームを

組み切り出すことが

必要。 

・里山（マツタケ山）

として歴史の見直

し 、 再生のた めの

整備活動との連動 
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年間 13,375ｔの薪を生産するための薪原木の生産に必

要な二次林面積は年 191ha（薪原木 1ｔを採収するのに必

要な二次林面積を 100m2（皆伐）16）、薪乾燥率を 0.7 と想

定）と推計された。すると、薪原木としての伐採適期を

30 年と仮定すると、30 年間で 5,730ha の整備が必要であ

る。この面積は滋賀県の全二次林面積の 5%に相当する面

積であり、皆伐コストは約 3億 6千万円（186 万円/ha と

想定、H21 年度東近江市調査より 16））が必要である。 

次に、図 14 を基本作業ユニットとして、13,375ｔの広

葉樹薪を供給するために必要な労力投入と所要資材、なら

びにコストを図 15 にまとめた。年間 191ha の二次林を皆

伐し、搬出～薪生産～薪配達に至るまでそれぞれの工程ご

との労力投入と所要資材、ならびにコストを図に示してい

る。年間 13,375ｔの薪消費を支えるために年間約12億円

のコスト（91円/ 薪 kg）がかかる推計になった。 

そのコストを一般的なホームセンター等での販売価格

（50 円/kg）に近付けるための薪供給シナリオを検討し、

図 16に示す。 

前節で示した通り、里山を利用した薪生産の実証におい

て、最もコストがかかった工程は測量～選木～除伐～伐採

～搬出～運搬～整理の工程である。実証実験の際は初めて

参加するボランティアの人など作業に慣れてない場合も

あり、今後、熟練者による適切な教育や研修をすること、

小規模皆伐を行うことで、選木や除伐等に必要な労力が削

減でき、作業効率を約 70％上げることができると考えら

れる。 

また、搬出の際にロープ集材を活用する、林道作業道整

備の際には軽トラックが進入可能な道に整備する、企業の 

CSR 活動と連携することで、搬出～運搬～整理の工程にお

いても約 70％の作業効率を上げることができると考えら

れる。 

そして、薪生産～薪配達の工程では、企業 CSR活動との

連携や障がいのある方の「働きたい」を叶える場の提供と

いう観点から連携することで、約 6割のコスト削減が可能

である 16)と考えられる。 

以上を踏まえ、市民協働型里山木質バイオマス利用シナ

リオを実現するために必要と思われる各主体の役割を表

12にまとめた。 

 
 

 
図 15 13,375ｔの広葉樹薪を供給するために必要な現在の労力とコスト（現在） 

 



滋賀県琵琶湖環境科学研究センター研究報告書 第 10 号 
24 

 
 

図 16 経済的に成り立つ薪供給シナリオ（将来） 

 
 
 

表 12 市民協働型里山バイオマス利用のための各主体の役割 

 

里山    

管理者 
林業家、    

森林組合 
薪生産、     

販売業者 
薪ストーブ製

作、販売業者 
薪利用者 行政 

・管理するた
めの人手や資
金の確保 

・森林所有者
だ け で は な
く、農業者（獣
害対策）や一
般市民（ボラン
ティア）との連
携 

・伐採後の植
林 

・保育となる下
刈は、地区の
年間行事に位
置づけ、集落
の義務人足で
対応 

・伐採、搬出、運
搬作業の効率化 

・薪生産、販売業
者との連携（チッ
プ材となる C 材
は、薪原木にな
るものはできる
かぎり地元の薪
ストーブ利用者
や薪生産・販売
業者に販売） 

・里山保全活動
団体（市民団体、
企業ＣＳＲ）との
連携 

・造林事業を行う
際には、地域住
民が管理しやす
いような作業道
を設置 

・売れない端材
や搬出しても利
益がでない伐採
木で、薪になり
そうなものが発
生したら、薪スト
ーブ利用者に知
らせ利用 

・薪生産者の事業
協同組合を結成 

・小規模私募債の
活用（配当は薪で） 

・琵琶湖薪など付
加価値をつける仕
組み構築 

・安定した薪原木確
保のための仕組み
検討 

・薪生産の量産体
制の確立 

・里山保全活動団
体（ シ ル バ ー 人
材、市民団体）との
連携 

・薪生産、販売業者
を核に、兼業の薪
生産業者を育成。
例えば森林組合、
里山保全をする市
民団体など 

・障がい者、シルバ
ーなどの就職困難
者の雇用促進 

・低排ガスストー
ブの開発 

・価格の安いスト
ーブの開発 

・薪ストーブ利
用者を組織化
して、薪調達
を目的とした
里山の保全活
動を展開 

・時間的なゆと
りを持つライフ
スタイルへの
転換 

・近所同士な
ど他人との協
力体制の構築 

・集落のあり方や里山利用に関す
る長期ビジョンの作成支援 

・事業実施のための所有者の合意
形成と調査調整手法を整理および
調査費確保 

・造林事業の適用性の検討（獣害
対策の緩衝地帯の奥山の整備に
適用など）および適正な間伐手法
の検討 

・里山整備活動への支援 

・放置木（獣害対策等で）や端材、
利益がでない伐採木で薪になりそ
うなものが発生した場合、薪利用者
に知らせる仕組みづくり 

・土場で薪原木を利用者に販売、
利用者がその場で玉切、薪割して
運搬できる仕組みを支援 

・薪生産を行う団体の発掘や障が
い者、シルバーの雇用支援との連
携 

・薪ストーブ普及（設置補助の継
続、公共施設への導入、体験施設
の整備など） 

・薪購入におけるカーボン・オフセ
ットシステムの構築 

・薪ストーブ排気ガス基準の制定 



滋賀県琵琶湖環境科学研究センター研究報告書 第 10 号 
25 

4. 結論 
滋賀県における再生可能エネルギーの普及を主軸に、

人々の望む「生活の質の向上」を重視しつつ、「二酸化炭

素排出量半減」、さらに「地域経済の活性化」のバランス

をも考慮した将来社会像を定量的に描き、その実現のため

に有効な施策のあり方と、地域主体主導による社会実装の

ための再生可能エネルギーの普及シナリオを作成した。 

具体的には、「人と人とのつながり」「人と自然とのつな

がり」を強める（深める）ことが、人々が豊かさや生活の

質の向上を感じる上で重要な要素であることが分かった。 

それらを踏まえ、数値モデルを用いて定量的に検証した

結果、地域資源を活用しながら地域住民による地域内での

活動を基本とした「つながりを強める」ことに資する施策

は、「地域経済の活性化」と「低炭素化」とも両立しうる

ことから、滋賀県としては優先して推進すべき施策と考え

られた。 

特に、再生可能エネルギーは、地域住民の暮らしと密接

にかかわるものであり、企業等が中心となった営利目的の

メガソーラー発電など大規模開発による量的拡大のみな

らず、地域に根差した小水力や木質バイオマスの活用など、

持続可能な滋賀社会に向けた二酸化炭素を増加させない

エネルギー源として「地域課題の解決に貢献すること」が

期待される。導入の方法としては、市民自らが再生可能エ

ネルギーの導入を行う「市民共同方式」が、地域課題解決

に向けては、地域外の企業による導入などに比べると有効

であると考えられた。 

そのうち、木質バイオマスについては、滋賀県の森林資

源蓄積量および林業木材生産規模の現状から考えると、安

定的に大量の木質バイオマスの供給を必要とする「発電」

利用は資源量の確保が難しく、薪ボイラーや薪ストーブ、

ペレットストーブなどの「熱」利用の方が資源量の確保お

よびエネルギー効率の観点からも有効と考えられた。利用

にあたっては、エネルギーとしての価値だけでなく、森林

の持つ水源涵養や土砂流出防止、生物多様性の維持など多

面的機能の価値を経済的に評価する必要がある。 

特に、地域住民による地域内での活動を基本とした「里

山の木質バイオマス利用（広葉樹薪として）」は、定量的

な検証の結果、地域内のつながりの再構築、雇用創出、二

酸化炭素排出量の削減、災害時のエネルギー供給といった

直接効果がある一方で、里山の適正管理にもつながり、獣

害対策や琵琶湖の保全などの多面的な間接効果も期待さ

れるため、滋賀県として積極的に推進すべき対策であると

考えられた。その際、行政による集落のあり方や里山利用

に関する長期ビジョンの作成が重要であるほか、森林所有 

者だけではなく、農業者（獣害対策）や一般市民（ボラン

ティア）、薪生産・販売業者との連携を通じて、安定した

薪原木の供給と薪の量産活用体制を確立する必要がある。 

また、薪利用者側は、時間的なゆとりを持つライフスタイ

ルへの転換と、近所同士あるいは家族内での協力体制の構

築が必要であることが示唆された。 
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